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目的

熱中症のおそれがある労働者を早期に見つけ、その状況に応じ、迅速かつ適切に対処することにより、熱中症の死亡（重篤

化）を防止する。

改正条文

労働安全衛生規則第612条の２（熱中症を生ずるおそれのある作業）（根拠：労働安全衛生法第22条）

第１項

事業者は、暑熱な場所において連続して行われる作業等熱中症を生ずるおそれのある作業を行うときは、あらかじめ、当該

作業に従事する者が熱中症の自覚症状を有する場合又は当該作業に従事する者に熱中症が生じた疑いがあることを当該作業

に従事する他の者が発見した場合にその旨を報告させる体制を整備し、当該作業に従事する者に対し、当該体制の周知させ

なければならない。

第２項

事業者は、暑熱な場所において連続して行われる作業等熱中症を生ずるおそれのある作業を行うときは、あらかじめ、作業

場ごとに、当該作業からの離脱、身体の冷却、必要に応じて医師の診察又は措置を受けさせることその他熱中症の症状の悪

化を防止するために必要な措置の内容及びその実施に関する手順を定め、当該作業に従事する者に対し、当該措置の内容及

びその実施に関する手順を周知させなければならない。
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背景

死亡災害が２年連続で30人レベルであり、減少傾向がみられない

労働災害による死亡者数全体の約４％を占める状況にある
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早急に求められる対応

死亡災害のほとんどが初期症状の放置、対応の遅れ

現場において死亡に至らせない（重篤化させない）ための適切な対策の実施が必要

100件の内容
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基本的な考え方

見つける 判断する 対処する

‣責任者等による職場の巡視

‣２人以上の作業者が作業中に互

いの健康状態を確認するバディ

制の採用

‣ウェアラブルデバイス（熱中症

感知用の身体に装着する装置）

を用いたリスクの管理

‣責任者・労働者双方向での定期

連絡

‣帰宅後、時間が経ってから症状

が悪化することがあるため、回

復の判断は慎重に行う

※体調急変時の連絡体制や対応

（具合が悪くなったら本人や家

族が救急搬送を要請する、事業

者側から様子を伺うための連絡

を取る等）を、事業場の実情を

踏まえて、あらかじめ定める

‣作業着を脱がせて水をかける

‣涼しい休憩所に避難させる

‣ミストファンを当てる

 ⇒身体の冷却

※容態が急変する場合があること

から、熱中症を生じたおそれが

ある作業者を一人きりにするこ

となく、他の作業者等が見守る
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義務化された内容

報告体制の
整備

初期対応手順
の作成

周知

‣花巻署HP「熱中症予防対策」に

報告体制・対応手順の作成例を

公開しています。

‣あくまで参考例であるので、現

場の実情にあった内容にしま

しょう。

‣そのうえで、関係者に周知を行

いましょう。

作成例作成例
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義務化対象の作業

「WBGT値28度以上又は気温31度以上」の環境下で、

労働安全衛生規則第612条の２

第１項

事業者は、暑熱な場所において連続して行われる作業等熱中症を生ずるおそれのある作業を行うときは、（中略）発見した場合にそ

の旨を報告させる体制を整備し、当該作業に従事する者に対し、当該体制の周知させなければならない。

第２項

事業者は、暑熱な場所において連続して行われる作業等熱中症を生ずるおそれのある作業を行うときは、（中略）熱中症の症状の悪

化を防止するために必要な措置の内容及びその実施に関する手順を定め、当該作業に従事する者に対し、当該措置の内容及びその実施に関する手

順を周知させなければならない。

「連続１時間以上又は１日４時間を超えて実施が見込まれる作業」

‣定常作業、非定常作業を問わない。

‣「暑熱な場所」に該当するか否かは、原則、湿球黒球温度又は、気温を実測して判断。通風のよい屋外作業については、天気予報、

環境省の運営する熱中症予防情報サイト等で判断することも可能。

‣「熱中症を生じるおそれのある作業」に該当しない場合であっても、作業強度や着衣の状況によって、熱中症のリスクが高まるこ

とから、改正省令に準じた対応が必要。
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建設業での
注意点

措置義務者

基本的に個々の事業者に対して措置義務が課せられる。

建設現場でみられるような混在作業であって、同一の作業場で複数の事業者が作業を行う場合

は、当該作業に関わる元方事業者及び関係請負人の事業者いずれにも措置義務が生じる。

周知

各事業者が共同で一つの緊急連絡先を定め、これを作業者の見やすい場所に掲示（デジタル

サイネージ等）、メールでの送付、文書の配布など

対象となる者

「当該作業に従事する者」とは、労働者だけでなく、労働者と同一の場所において当該作業に従事す

る労働者以外の者を含むこととされているため、一人親方や中小事業主も対象となる。

交通誘導員は、下請けにはならないが、同一工事現場内で仕事を行う労働者であるため、事業者間で

十分に協議し対応を決めることが望ましい。
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関係条文の解釈

労働安全衛生規則第606条（温湿度調整）の「暑熱、寒冷又は多湿の屋内作業場で、有害のおそれがあるもの」には、屋内

作業場であって、改正省令の「熱中症を生ずるおそれのある作業」が含まれる。

第606条（温湿度調節）

事業者は、暑熱、寒冷又は多湿の屋内作業場で、有害のおそれがあるものについては、冷房、暖房、通風等適当な温湿度調節の措置を講じ

なければならない。

労働安全衛生規則第614条（有害作業場の休憩設備）の「著しく暑熱、寒冷又は多湿の・・・休憩の設備を設けなければな

らない。」において、休憩設備を設ける場合には、直射日光を遮る、冷房設備を設置する、ミストファンを使用する等によ

り、休憩設備の内部の温室度を低下させる措置を講じることが望ましい。

第614条（有害作業場の休憩設備）

事業者は、著しく暑熱、寒冷又は多湿の作業場、有害なガス、蒸気又は粉じんを発散する作業場その他有害な作業場においては、作業場外

に休憩の設備を設けなければならない。ただし、坑内等特殊な作業場でこれによることができないやむを得ない事由があるときは、この限

りでない。
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関係条文の解釈

労働安全衛生法第59条第１項（安全衛生教育）、労働安全衛生法第60条（職長教育）について、教育事項とされている事

故時等や異常時における措置には、今回の改正内容も含め、熱中症が疑われる者に対する応急措置が含まれる。

第59条（安全衛生教育）

１ 事業者は、労働者を雇い入れたときは、当該労働者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、その従事する業務に関する安全又

は衛生のための教育を行なわなければならない。

労働安全衛生規則第35条（雇入れ時等の教育）

１ 事業者は、労働者を雇い入れ、又は労働者の作業内容を変更したときは、当該労働者に対し、 遅滞なく、次の事項のうち当該労

働者が従事する業務に関する安全又は衛生のため必要な事項について、教育を行わなければならない。

七 事故時等における応急措置及び退避に関すること。

第60条（職長等の安全衛生教育）

１ 事業者は、その事業場の業種が政令で定めるものに該当するときは、新たに職務につくこととなつた職長その他の作業中の労働者を

直接指導又は監督する者(作業主任者を除く。)に対し、次の事項について、厚生労働省令で定めるところにより、安全又は衛生のため

の教育を行なわなければならない。

一 作業方法の決定及び労働者の配置に関すること。

二 労働者に対する指導又は監督の方法に関すること。

三 前二号に掲げるもののほか、労働災害を防止するため必要な事項で、厚生労働省令で定めるもの。

労働安全衛生規則第40条（職長等の教育）

法第六十条第三号の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。

二 異常時等における措置に関すること。
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罰則

第119条（罰則）

次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の拘禁刑又は五十万円以下の罰金に処する。

一 第十四条、第二十条から第二十五条まで、第二十五条の二第一項、第三十条の三第一項若しくは第四項、第三十一条第一項、第三十

一条の二、第三十三条第一項若しくは第二項、第三十四条、第三十五条、第三十八条第一項、第四十条第一項、第四十二条、第四十三

条、第四十四条第六項、第四十四条の二第七項、第五十六条第三項若しくは第四項、第五十七条の四第五項、第五十七条の五第五項、

第五十九条第三項、第六十一条第一項、第六十五条第一項、第六十五条の四、第六十八条、第八十九条第五項(第八十九条の二第二項に

おいて準用する場合を含む。)、第九十七条第二項、第百五条又は第百八条の二第四項の規定に違反した者

二 第四十三条の二、第五十六条第五項、第八十八条第六項、第九十八条第一項又は第九十九条第一項の規定による命令に違反した者

三 第五十七条第一項の規定による表示をせず、若しくは虚偽の表示をし、又は同条第二項の規定による文書を交付せず、若しくは虚偽

の文書を交付した者
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職場における熱中症予防基本対策要綱に基づく取組
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「令和７年度エイジフレンドリー補助金」熱中症予防対策プランのご案内

熱中症予防対策に係る機器や装置の導入、工事の施工等に用する経費が補助されます

詳細はこちらから

ご確認いただけます
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